
入 札 説 明 書 

 

 宮崎大学（清武２）環境整備（駐車場）工事に係る入札公告（建設工事）に基づく一般競争

入札については、関係法令に定めるもののほか、この入札説明書によるものとする。 

  

１ 公告日    令和８年７月１７日 

 

２ 契約担当官等 国立大学法人宮崎大学 契約担当役 理事 坂本 秀敬 

 

３ 工事概要等  

（１）工事名  宮崎大学（清武２）環境整備（駐車場）工事 

（２）工事場所 宮崎県宮崎市清武町木原５６００番地（宮崎大学清武２団地構内） 

（３）工事内容 別冊図面等のとおり 

（４）工期   契約締結日の翌日から令和９年３月２６日（金）まで 

（５）本工事は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）」

に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務付けられた工事

である。 

（６）本工事においては、競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加

資格確認資料（以下「資料」という。）の提出及び入札等を電子入札システムで行う。電

子入札は、文部科学省電子入札システムホームページの電子入札システムにより、文部科

学省電子入札の利用規程及び運用基準に基づき行う。なお、紙入札の申請に関しては、原

則として認めない。ただし応札者にやむを得ない事情がある場合は、特別に認めるものと

する。なお、紙入札方式の参加を希望する場合は、紙入札方式参加承諾願（別紙様式１）

を、国立大学法人宮崎大学施設環境部企画管理課に対し、下記８（１）に掲げる日までに

持参により提出しなければならない。 

（７）電子入札システムによる手続きに入った後に、紙入札方式への途中変更は、原則として

認められないものとするが、応札者側にやむを得ない事情があり、全体入札手続きに影響

がないと発注者が認めた場合に限り、例外的に認めるものとする。 

（８）本工事は、「企業の技術力」及び「企業の信頼性・社会性」について記述した、申請書

及び資料を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する実績評

価型総合評価落札方式を実施する工事である。 

（９）本工事は、週休２日工事である。 

 

４ 競争参加資格 

（１）国立大学法人宮崎大学契約事務取扱規程第３条及び第４条に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得て

いる者は、競争に参加することができる。 

（２）文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平成１３年１月６日文部科学大臣決定）

第１章第４条で定めるところにより格付けした、建築一式工事に係る令和７・８年度の等

級（一般競争（指名競争）参加資格認定通知書）の記２の等級が、Ａ等級、Ｂ等級又はＣ

等級、又は土木一式工事に係る令和７・８年度の等級（一般競争（指名競争）参加資格認

定通知書）の記２の等級が、Ａ等級、Ｂ等級又はＣ等級の一般競争参加資格の認定を受け

ていること（会社更生法（平成１４年 法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

がなされている者又は民事再生法（平成１１年 法律第２２５号）に基づき再生手続開始

の申立てがなされている者については、手続開始の決定後に一般競争参加資格の再認定を

受けていること。）。 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続開始の申立てがなされている者（上記４（２）の再認定を受けた者を除く。）でない
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【案】 

工 事 請 負 契 約 書 

 

 工 事 名 宮崎大学（清武２）環境整備（駐車場）工事 

 

  請負代金額 金○○,○○○,○○○円也（税込） 

      （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額 金○,○○○,○○○円也） 

 

 発注者 国立大学法人宮崎大学 契約担当役 理事 坂本 秀敬 と 受注者 株式会社○○

○ 代表取締役 ○○ ○○ との間において、上記の工事について、上記の請負代金額で、次の

条項によって請負契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。 

 

第 １条 受注者は、別冊の設計図書に基づいて、工事を完成する。 

第 ２条 工事は、宮崎県宮崎市清武町木原５６００番地（宮崎大学清武２団地構内）において施

工する。 

第 ３条 着工時期は、令和８年  月  日とする。【契約日の翌日】 

第 ４条 完成期限は、令和９年 ３月２６日とする。 

第 ５条 契約保証金は、金【契約金額の 10分の 1】円を納付する。ただし、有価証券等の提供又

は金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。ま

た、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、

契約保証金を免除する。 

第 ６条 受注者は、工事の目的物及び工事材料について【建設工事保険又は土木工事保険・組立

保険】契約を締結するものとする。 

第 ７条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）は、受注者からの適法な請求に基づき３回

以内に支払うものとする。 

第 ８条 請負代金は、金【契約金額の 10分の 4】円以内の額を前払金として前払するものとす

る。この支払いは、請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にする

ものとする。 

第 ９条 請負代金は、金【契約金額の 10分の 2】円以内の額を中間前払金として前払するものと

する。この支払いは、請求書及び保証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にする

ものとする。 

第１０条 請負代金（前払金及び中間前払金を含む。）の請求書は、宮崎大学施設環境部企画管理課 

に送付するものとする。 

第１１条 完成通知書は、宮崎大学施設環境部施設整備課に送付するものとする。 

第１２条 解体工事等に要する費用等については、別紙のとおりとする。 

第１３条 別記の工事請負契約基準第１０第１項第二号中の「専任の主任技術者」を「主任技術者」

及び「専任の監理技術者」を「監理技術者」に読み替えるものとする。 

第１４条 別記の工事請負契約基準第３５第９項、第５３第３項及び第５５第２項中の遅延利息率

は、「年３．０％」である。 
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第１５条 別記の工事請負契約基準第３７を次のとおり読み替えるものとする。 

  第３７ 受注者は、前払金をこの工事の材料費、労務費、機械器具の賃借料、機械購入費（この

工事において償却される割合に相当する額に限る。）、動力費、支払運賃、修繕費、仮設費、労

働者災害補償保険料及び保証料に相当する額として必要な経費以外の支払に充当してはなら

ない。ただし、平成２８年４月１日以降に新たに請負契約を締結する工事に係る前払金は、そ

の１００分の２５を超える額及び中間前払金を除き、この工事の現場管理費及び一般管理費等

のうちこの工事の施工に要する費用に係る支払に充当することができる。 

第１６条 別記の工事請負契約基準第４６第１項第十一号イを次のとおり読み替えるものとする。 

第４６第１項第十一号イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に実質的に

関与している者を、受注者が法人である場合にはその役員、その支店又は常時建設工事の請負

契約を締結する事務所の代表者その他経営に実質的に関与している者を、団体である場合は代

表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が暴

力団又は暴力団員であると認められるとき。 

第１７条 この契約についての一般的約定事項は、別記の工事請負契約基準によるものとする。 

第１８条 この契約に定めのない事項については、これを定める必要がある場合は、発注者と受注

者とが協議して定めるものとする。 

 

 この証として、本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

   令和８年  月  日 

 

 

               発注者 宮崎県宮崎市学園木花台西１丁目１番地 

                   国立大学法人宮崎大学  

                   契約担当役 理事  坂本 秀敬 

 

 

               受注者 【住 所】 

                   【法人等名】 

                   【代表者氏名等】 

 

（注）１ 第１２条解体工事等に要する費用等の別紙については、「「建設工事に係る資材の再資

源化等に関する法律」の施工に伴う工事請負契約書の変更等について（平成１４年６月

１４日付け監理室長事務連絡）」の別紙①～③のうち該当するものを添付すること。また、

落札者から説明書（同事務連絡参考書式６）の交付及び説明を受け、分別解体等の方法

等について適切であることを確認すること。 
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